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01 住宅の所有関係別世帯数の推計（試算）

■男女・年齢（５歳階級）・世帯の家族類型（５区分）・住宅の所有関係（５区分）別に2000年～2020年
（５時点）の国勢調査の実績値を用いて、2040年までの各世帯数を推計した。

■推計方法については、大江（2000）で提案されたコーホート・シェア延長法と同様の考え方による。
大江（2000） 『新しい地域人口推計手法による東京圏の将来人口』日本都市計画学会学術研究論文集､35号､ pp.1087‐1092

【推計のフロー】

① 国勢調査2000年､2005年､2010年､2015年､2020年
の５時点の実績値に不詳値処理※1を施し､各家族
類型ごとの住宅所有関係別割合(シェア)を算出
し、コーホート･シェアを作成

② 各コーホートのシェアが先行するコーホートの
シェアとほぼ一定の差を保持しているという傾
向を踏まえ、将来もその傾向が維持されると仮
定して５年後のシェアを設定。各家族類型ごと
の住宅所有関係のシェアの合計は常に1であるこ
とから、推計値も１となるように調整。

③ ②で算出された将来のシェアに、県が作成した
将来世帯推計の推計値※2を乗じて、住宅の所有
関係別世帯数を推計

先行のコーホート･シェア及び
将来の推計値

後続のコーホート･シェア及び
将来の推計値
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1

割合

コーホート･シェアの推計値×将来世帯推計の推計値

住宅の所有関係別世帯数の推計値

年齢区分

コーホート･シェアを延長することにより推計値を求める概念図
（図は男・単独・持ち家をイメージ）

※１ 単独世帯及びその他の世帯については、総務省統計局公表の年齢別
人口(国勢調査)補正データを基に家族類型･年齢別に補正された世帯
数データ(大江座長提供)を使用し、住宅の所有関係別世帯数の年齢不
詳数を按分

※２ 男女･年齢･世帯の家族類型別のデータ
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02 住宅の所有関係別世帯数の推計（試算）

■この推計で得られたデータは、過去の傾向を基に推測したものであり、必ずしも算出された数の住宅が
必要若しくは不要になるというものではない。

■住宅マーケットに影響を与えている背景を考察しながら、今後の住宅需要を見据える。
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男⼥計の住宅所有関係別世帯数推計
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国勢調査

推計

（世帯数）

2,469（千世帯）

1,345（千世帯）

2,528（千世帯）

-総数-

ピーク

ピーク

持ち家

民営借家

※「その他」は、間借り、寄宿舎、寮、病院、工場、事務所等を示す

※

持ち家は横ばいから減少へ

民営借家は緩やかに増加が続く 1,477（千世帯）
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03 住宅の所有関係別世帯数の推計（試算）

■この推計で得られたデータは、過去の傾向を基に推測したものであり、必ずしも算出された数の住宅が
必要若しくは不要になるというものではない。

■住宅マーケットに影響を与えている背景を考察しながら、今後の住宅需要を見据える。

国勢調査

推計

（世帯数）

第一次ベビーブームの影響

持ち家

第二次ベビーブームの影響

１個目の山
２個目の山

▼

人口構造の変化の影響が強く反映されている

持ち家のボリュームが多いのは、70代に限らず、
年齢を重ね、世帯構造の変化によって、持ち家需
要が高まることや、相続による属性の変化もある

-70代-



単独世帯を取り出すと、民営借家が持ち家を上回る

▼

建設資材の価格高騰等の社会情勢の変化などで持ち家需要が高まらないことや
実家の相続を見据え、借家に住み続けるといったことも考えられる

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

単独世帯の住宅所有関係別世帯数推計（40代）

持ち家 公的借家 ⺠営借家 給与住宅 その他

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

男⼥計の住宅所有関係別世帯数推計（40代）

持ち家 公的借家 ⺠営借家 給与住宅 その他

4

04 住宅の所有関係別世帯数の推計（試算）

■この推計で得られたデータは、過去の傾向を基に推測したものであり、必ずしも算出された数の住宅が
必要若しくは不要になるというものではない。

■住宅マーケットに影響を与えている背景を考察しながら、今後の住宅需要を見据える。

国勢調査

推計

（世帯数）

全体では持ち家が
民営借家を常に上回る持ち家

差が開いていく頭打ち

推計

民営借家

持ち家

民営借家

単独世帯を取り出す

逆転

（世帯数）

-40代(単独)-
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05 住宅の所有関係別世帯数の推計（試算）

■この推計で得られたデータは、過去の傾向を基に推測したものであり、必ずしも算出された数の住宅が
必要若しくは不要になるというものではない。

■住宅マーケットに影響を与えている背景を考察しながら、今後の住宅需要を見据える。

国勢調査

推計

（世帯数）

男女で大きな差

持ち家

増加

推計

持ち家

男女の単独世帯で比較

（世帯数）

持ち家において、男女の差が大きい

▼

女性の増加が顕著である理由として、配偶者との死別により、家族類型が「夫婦のみの世帯」
から「単独世帯」に変化することが大きいと考えられる
つまり、所有権の変化だけで、実際に持ち家の住宅ストックは変わらない

その他、単独世帯のボリュームが大きくなることで、中年期に取得した持ち家に住み続けるという
タイプの女性が今後、高齢期の持ち家ボリュームに影響を与えることも考えられる

-80歳以上(単独)-
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06 住宅の所有関係別世帯数の推計（試算）

■この推計で得られたデータは、過去の傾向を基に推測したものであり、必ずしも算出された数の住宅が
必要若しくは不要になるというものではない。

■住宅マーケットに影響を与えている背景を考察しながら、今後の住宅需要を見据える。

国勢調査

推計

（世帯数）

持ち家

増加

推計

持ち家

（世帯数）

80歳以上を取り出す

民営借家

公的借家

80歳以上の一人親と子の世帯で、持ち家のボリュームが2035年頃まで増加し続ける

▼

たとえば「夫婦と子の世帯」については、未婚化により、子が実家に住み続けるといったケースが
あり、そのまま歳を重ね、夫婦が死別すると、「一人親と子の世帯」に変化する

また、単身高齢の親の介護で、子が同居することにより、「単独世帯」から「一人親と子の世帯」に
変化することもある

-80歳以上
(一人親と子)-


